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家 プロジ ヱクト 的 成果の産業への 応用による 
イノベーション。 モデルの 

0 香月 祥 太郎，大村 昭 ，石頭修   ,, 文場会規。 盛田善 嗣 
( 立命館大テクノロジー。 マネジメント 研 ) 

工 " はじめに 

わが国の国家プロジ ヱ 夕卜として実施された 大型研究開 

発プロジェクトは、 技術的には大きな 成果を上げ、 その成 

果 のもたらした 技術の波及効果も 大であ ると評価されて 

いる。 しかしプロジ ヱタト @ こ よって培われた 

特に最終成果物のみでなく 研究開発過程で 得 

まな要素技術やノウハウが 活用されている 状況は明らかで 

なく、 事業化とり、 った 成果指標紀雄 " 。 m"3 の観点ぬ心は。 十 

分に評価され 公表されているとはいし 薄 い " こうした状況 

6 機会も少なく 実態は明らめ 

してきた国家プロジ ヱ クト 

産業に応用し、 具体的な製品化への 展開状況 

しておくことは 投資効率 ぞ 生産性の面からみても 極めて重 

要であ る。 

平成 こ 年に施行きれ 平成 鴻 年に改正きれた 産業活力再 

生措置法 靱条 ㏄木版バイドール 法 ) によって、 現在 は 国 

家 プはジヱタト の研究開発の 成果に係る知的財産権 を開発 

者に帰属おせることが 同轍こなった。 これによって 国の大 

型プロジ ヱ タトも現在では。 その成果を産業への 応用を容 

易にしだ。     
下。 醒鰯 ) で 蝿囲 年度がら 2 ㏄ 0 年度まで実施された「マ 

イタロマシン 技術の既発開発」 @ こ おけら プ ロ ジヱ 夕卜の遂 

行 過程での知的資産の 威栗と産出構造を 把握するとともに、 

それらの成果が 実用・ 田ご 向けで 利 活用さね ， 

査しモヂル 化することを 目的として実施さ 

を通して国家プロジ ヱタト の産業応用による 企業でのイソ 

ベーション，創出の 可能性について 考察を加える " 

2. 研究の概要 
1-7 イクロマシンの 技術の研究開発」は 2 期年度から 

1995 年度までの 策 1 期 。 ㈹弱年度から 茨 ㏄年度までの 第 2 

期に分けて実施され。 緩 カマイクロマジンセンタ @ こ 委託 
され " さらに研究開発項目 ご どに 計 益の企業、 団体。 大学 

へ 毒 委託され分散研究方式で 実施された。 @7 イクロマジン 

ほ 、 「機械、 ンステム全体のマイクロ 4 ㎏ とい j 定木独自の発 

想から生まれた 新たな であ り、 マイクロマシン 技術と 

い う 新たな技術体系を 総合的に確立することが 日 

た " r. のプロジェクトで 得られた 完成果は、 毎年度 束の 

さ れており、 また。 特許等の知的 

本研究では。 まず既存の文献 報告書。 中間報告書 

等 ) の内容を詳細に 分析し、 参加各社の年度ごとの 

年表形式で整理した。 穏こ、 

特許を調査し " 個 柁の研究成果との 

れによって 第 : 期 、 第 2 顛の名社の 

かむことが出来た。 次いで。 これらの結果について 実態的 

な確証を得るため。 わ イクロマシンの 研究開発」に 参画し 

た企業き社 ( オリンパス㈱。 セイコーインスツ /%% 、 テル 

モ㈱。 ㈱ ヂンツ Ⅰ三菱電機㈱ @ こ 対して詳報なヒアリン 

グ調査を実擁した。 幸い各社ともマイクロマシン 研究開発 

プロジェクトの 初潮段階に参画さ た 研究者が在籍きれて 

おり " 当時の資料等をもとに 詳細な説明を 受けることが 出 

一 米 7 。 こ 。 

これらの終業によって プ ロ ジヱ 夕卜の 

計画と研究 遇 程で得られた 成果であ る特許 や ノウハウなど 
の 穣 みな知的資産の 産出された状況。 及びその成果を 実用 

囮こ 向けて応用した 状況を展開口一 ド -7 ップ の形式で表示 

することができた。 

マイクロマシンの 研究開発 は 3 項目にわたっており、 予 

算に応じて設定きれだ。 第を期 は 要素技術の開発に 重点が 

おがれ、 第宜 % は 第 1 期の成果を墓にしたシステム ィピま支 術     
セン を b 内に研究実施者で 組織きれた研究開発部会が 設げ 

られ だ ．。 マイグロマシンシステムの 実現には、 加工技術。 

ヱ ネルギー技術等の 要素技術分野ごとに 研究の進捗状況の 

把握や計画の 見直し、 意見交換等を 行 う場 としで 椎っの 分 

科会が設置され。 研究実施者間の 相互連携を鰯りっ っ 。 研   
  



3. マイクロマシンプロジェクトにおける 知的資産の から 約 ㈹名の技術者が 増員され、 研究開発テーマの 進 
産出について 一 オリンパス㈱を 事例として 一 展 に応じて。 レーザー溶接、 制御。 内視鏡、 ケモ メカ 

ニ方ルノアクチュ ェ 一夕等の広い 分野での研究開発が   @, 参画し、 平行して実施された。 この人員構成をみると。 当初の。 
第 2 期。 第 2 期 と 研究開発 研究に重点をおいた 人材配置体制が。 次第に生産技術、 
を行い、 その軌跡をたどれば、 基礎研究成果と 同時に 開発という方向に 移行しているのは 興味深い。 第五期 5 
実用に向けて 有用な基盤研究成果を 挙げたことが 見て 年間 ( 初年度は プイ ージビリティスタディ ) に投入さ 
取れる。 第 ] 期では要素技術を、 第 2 期ではシステム れた人員 は延 純名でその成果の 一部は次の通りであ る。 
ィヒ 技術で「機器内部作業用試作システム」を。 また 機 
能ヂ バイスで「マイクロ 触覚センチカテーテル」の 研       「形状記憶合金 は M) アクチュ ユータの 
究 開発を担当した。 ここでは同社の 研究開発の軌跡の は、 第 1 期の最終目標であ るマイクロマシン 機能要素 
一部を紹介し、 どのような研究成果が 得られ、                 技術の確立に 向けて研究が 進められた。 この目標は第 

その後の実用化に 向けてどのように 利 活用                 定期のジステム 化 研究に繋げる 重要な位置付けを 持っ 

示す。 ていたと考えられる。 
同社 は 。 工 980 年代に 、 「デジタル画像処理技術」と「 c ㏄ ⑫ ) 「管状マニ ピヱ レータ 究コでは 、 上記 い ) のア メ カ ラ技術」をコア 技術とし、 それらを用いた 各種 計 タチュユータと 平行して こ よる成形。 紐 立の研究」 

測 。 分析機器や内視鏡で 代表される医療用機器の 開発 が実施された。 この 礒 究の目標ほ。                                                                           
と 商品化で確固たる 地位を築いてきた。 特にデジタル 立技術の確立」と                                                                                               
カメラや内視鏡機器は 多用ぎれ。 -- 般 消費者から専門 及びデータの 蓄積」であ った。 その申で「管状構造体 

研究者まで高い 評価を得てきた。 この実績を墓に 当 マ を 破損することなく 成形できる技術の 開発」が 2 。 五皿 
ク ソー ロマシンプロジェクトに 自ら参画する 意思を固め、 の 微小差準を達成した。 この水準ではまだ 不十分で 
工 9% 年のブ イージビ   リ 一 - ア イ                                                                         あ ったが管状構造体を 対象とするものとしての 基礎を 

標の設定や年度ごとの 研究内容等について 買 敵した。 築いたものといわれる。 また。 同年、 「金属粉末焼結体 
同社は第 2 期には。 「 有素 作業モジュール」において「管 の製造方法」、 「セラミッタスもしくは 金属粉末成形体 
状 マニュピュレータの 研究」を担当したが。 事業部の の製造 方ま去 」を特許出願している。 特に後者の特許は。 

開発部門。 技術開発本部基礎研究部、 生産技術本部生 当 研究の目標であ る「金属粉 体 射出成形技術」につな 
産 技術部の多分野から 総勢㈹名が参画して 研究が開始 がる重要な意味を 持っている " 

された。 そのまとめ役は 基礎研究部が 担っていた " そ 管状構造体の 加 T については。 管状構造体の 成形 技 
の チーム ほ 研究コンセプトの 策定と管状体の 設計                 術の精度を向上させ、 軽エ                                                                                   構造体を得る 技術」が確立した。 鱗年 。 この研究に関 
各研究者が担当すると ，。 ぅ 。 共同体制をとった。 また。 達 する発明として「成形型キャビティ 部の寸法見込 
鯨 年から 禰鰯 年に力、 @ す て生産技術部 "                                                                                               を 特許出願し、 鋳 年にほ " こ 軋らの成果を 
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基に 。 第 1 期の目標であ る外径 lmm め 、 肉厚 臥 2mm の構 
造体を得ることが 可能となった。 これら知財の 産出き 
れた状況の詳細を 図 1 に示す。 

また。 第 2 期では。 「機器内部システムの 開発」にお 
いて接合ユニットの 開発でマイクロ 溶接方式について 
の研究が進められ。 その成果は現在の 同社のマイクロ 
テクノロジ一に 利用されている " その他、 第ま期。 第 
の オリンパス㈱における 研究開発成果は。 図 1 に 

示すとおり、 その後多くの 派生技術を生み 出し、 マイ 
クロマシン関連で 排出された特許数は 700 件以上に上 
っている。 

憶 。 特許出願から 見た知的資産産出の 展開傾向 

知的資産産出傾向を 明らかにするため。 次のような手法 
を用いて分析した。 第一に採用した 手法は記述統計であ 
り " 全体的な傾向について 時系列的な観点から 総合的な 

検討を行った。 図卸こ 5 社のマイクロ "y シン関連特許の 出願 

状況を示す。 この図から、 第 i 期の知的財産の 産出としての 
。 オリンパス㈱が 多く。 第 2 期ではセイコー 

査に T れば、 オリンパス 

では 要素技術の開発時に 企業目的と合致した 研究が行なわ 

れ。 セイコーイシスツルでは 第 2 期でマイクロファ タ けの技術 

@r 注力して多くの 研究が進められだことが 明礒セ なった。 

        
        

      

    
    
        

@99% @9 空茶 @ 註 S6 1998     
期間推移 

次に第一 - の手法としてパテル 轟パ ヴィッ ト が用いた 

技術ポートフォリオの 手法を採用した (Pa ㎏Ⅰ 卸む 
㌔㎡ 比 ， 正 9977 。 ここでは RTA という指標が 用いられて 

いるが。 これについてほ ソ エテ 技 ワイアットで 取り上 

げられており、 国家レベルでの 技術の強弱を 評価する 

手法として用 L 。 られている 鰻 oe ㎏ arld wya ㏄ ， 2983) 。 

技術ポートフォリオの 基本的な考え 方であ るが。 Ⅴ 軸 、 
X 軸の 2 次元で研究開発主体の 技術力を評価する。 

㈹ ) Y 軸 ( 掩 te 穏 5ha 托 (PS)) 
研究開発主体の 全特許数に占める、 あ る技術カテ 
ゴリーの特許の 割合を表す指標 

(2)  X 軸 ( 鮎 ve 酊 ed Tec ㎞ ology Advantage ( 

比較優位 度バ 

む俄櫛 カテゴリ㍉における 研究開発生何の 特許 数 

研究開発主体内の 技術カテゴリーを 業界内や競争相手 

と比較したとき、 相対的な評価をする 指標で以 アの 式 

で 表される。 

PS 
良 TA @ 

刃 兄心。 p 。 /" 笘 

- 連の分析の結果。 業界を網羅的に 検索した特許 と 
刃ゲ D ㊤データベースに 登録された特許の 間で傾向が 

明確に異なることが 確認ぼれた。 また技術領域を 仔細 

に 検討すると。 各企業 v) マイク は マシン領域における 

技術戦略を垣 鰯 見るこども可能であ る。 各企業間にお 
ける違いは、 図 3 に示すよ う に。 特に三菱電機㈱の 上 

う にいわば選択と 集中の度合いが 低い企業と、 オリン 

パス㈱のように 医療 " 光学領域に専門特化している 企 
業間において 顕著であ ることが明らかとなった。 

。 " 。 1       
    
      
        
      
      
    

      
  

                                                                                                  医療。 光学系領域に   
5. 国家プロジェ タ 。 参画企業のコアコンピテンスヘ 

の影響 

国家プロジェクトに 企業が参画することにより、 企 

業のコアコンピテンスに 大きな影響を 与える可能性は 
十分にあ る。 コアコンビテンスへの 直接的な影響とし 

ては、 国家プロジェ 夕卜の成果に 基づいてコア 技術を 
蓄積することであ る，但し。 国家プロジェクトの 成果 

が直接コア技術に 寄与する可能陸は 決して大きいもの 

ではない。 何故ならば。 国家プロジェクトの 性質上。 

その成果は情報開示が 求められており " コアコンピテ 

ンスとなりうる 技術の秘匿が 困難であ るためであ る。 

また複数の企業が 共同研究という 形態によってプロジ 

ェクトナームを 形成して実施されることから、 共同研 

究を行っている 企業では、 参画する意思決定の 段階で。 

-- 121 一 



自社のコア技術に 関係する成果の 公表に踊 醸 する傾向 
もあ ると考えられる。 
当 プロジェクトに 参画した企業についてコアコンピ 
テンスへの影響を 分析した結果、 技術開発の成果が 直 
接的にコアコンピテンスに 寄与しなくとも、 従来から 
蓄積した技術と 戦略的に融合させることによって 、 コ 

ア 技術に発展する 可能性が少なくないことが 判明した。 
例えばオリンパス では、 様 みな要素技術を 開発し。 
その成果を公表し。 また他社と情報を 共有したと考え 
られる " しかし。 その後に同社が 元々蓄積していた 技 

術と融合させながら。 同社のコア技術となっている 内 
視鏡技術へと 発展させている。 
もともと、 日本企業のイノベーション 戦略の特徴と 
して。 異種類の技術を 融合させる「技術融合」が 得意 
であ ることが既存研究でも 指摘されている。 そのため。 

分類ればはほっほどの モヂル が考えられる。 

① 国家プロジェクトの 技術開発の成果が 直接コア コ 

ンピテンスに 寄与する。 

② 国家プロジェクトの 技術開発の成果と 自社の池の技 
術の技術融合によりコアコンピテンスを 確立する。 

③ イ / ベータ一のジレンマに 陥る可能性を 排除して。 
コアコンピテンスを 維持する。 

④穣々 な 企業との共同研究により、 コミュニケーショ 

ン能力を向上させたリーダーを 育成する。 

参画企業の 5 社を分類すると 表 1 のようになる。 
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直接コア技術に 結び ゃ く技術ではないが、 従来の技術 
具体的成果 

と 融合させることで。 コア技術にな 坤る 技術開発を 弗㌘ ㈱デンソー 参画企業 本 プロジェクトへの 参画により、 従来から 蓄 
国家プロジ ヱクト で行 う ことは企業にとって 重要な 々  

積 していたセンサー 技術をさらに 高度化し、 
/ ベーション戦略の 一つであ るといえる。 小型センチ一の 開発に活用しうる 種々の成果 

を 得た。 これらは加工技術のレベルアップに 

一方。 従来の自社のコアコンピテンスを 維持するた 
め、 他社に先んじて 開発されないように 国家プロジェ 

ク 目こ 参画するということも 企業のイノベーション 戦 

略として有効であ る " 本 プロジェクトに 参画した企業 

においても、 他者に開発の 先を越されないために、 い 
わば防衛的に 参画を決断した 企業もあ ることが分かっ 

ている。 この点。 、 かつてシュンペーターが 提起した㎡ 

/ ベータ - のジレンマ」の 観点からも。 国家プロジェ 
タト に参画することによって、 イノベータ一のジレン 

マに陥る可能性を 排除するとし、 ぅ 戦略も有効であ る。 

企業の経営者は 新技術の開発にリスク 面から 蹄睡 する 
傾向があ るが、 国家 プねジヱクト によって。 政策支援 

として費金が 供給されるのであ れば、 将来のコアコン 
ピテンスを防御するために 国家プロジェクトに 参画す 

るという決断を 促ずことになることも 考えられる。 
さらに、 間接的ではあ るが、 国家 プね ジェク ト への 
参画により " 他 企業の研究者と 研究あ るいは情報交換   することにより。 技術的な情報のみならず、 分析の視 
点や仕事の仕方など 新し。 アイデアを得ることでコア 

コンピテンスの 確立に寄与するこ - とも考えられる。 事 

実。 当 プロジェクトに 参画した多くの 企業が現在でも 
プ ロ ジヱ 夕卜で共同した 異分野の人材との 交流を維持 

して り、 るときいている " 企業のイノベーション 研究に 

お㍉ 、 ては。 社内の他部門や 社外とのコミ ヌー ニケーショ   
ンを重視し、 練 肴な情報を積極的に 収集しだ上で。 適 

切な情報を社内に 伝達するリーダーが 必要不可欠であ 

ると指摘されている。 国家プロジ ヱ 夕卜の参画によっ 

てリーダーを 育成する機会を 得ることは、 間接的な効 
果であ るものの。 コアコシ ピ テンスに寄与することに 

つながつているといえよう。 
以上を整理し " コ アコンピテンスに 寄与する形態を 
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内視鏡の技術へと 発展させた。 

      セイゴ ーイ 本 プロジェクトの 成果であ るマイタロファク 
                  トリーシステムは 実用化きれてほも                       

デバイス技術などの 要素技術を現在活用して 

        
るため、 本プは ジェク ト が新聞報道されだ 後 

に 参画した。 

    参画企業全 異業種企業との イ                                                                     
    が 構築でき、 現在に至るまで、 その ネッ卜   
    
が 、 その過程で実用化に 向けての動きは。 各 企業でみ ろ 

れる。 企業の技術開発のイノベ - ションにつながってい 
るの ぽ 。 既 有の技術 @ こ 国家プロジェクトの 成果を融合 き 

ぜたモデル。 及びプロジェ タト で形成された 研究者間の 
ネットワークによる 情報交流が間接的に 寄与するモデ 

ルが特徴的なものとして 挙げられる。 
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